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概要-1 

概 要 

最終更新日 2023 年 12 月 8 日 

プロジェクト名 
省エネ化・低温室効果を達成できる次世代冷媒・冷凍

空調技術及び評価手法の開発 
プロジェクト番号 Ｐ１８００５ 

担当推進部/ 

ＰＭｇｒまたは担当

者 

及び METI 担当課 

環境部 ＰＭｇｒ 阿部 正道（2018 年 4 月～2021 年 3 月） 

環境部 ＰＭｇｒ 佐野 亨（2021 年 4 月～2022 年 3 月） 

環境部 ＰＭｇｒ 森 智和（2022 年 4 月～2023 年 3 月） 

METI 担当課：製造産業局化学物質管理課オゾン層保護等推進室 

０．事業の概要 

近年、HFC 冷媒等の段階的削減義務を定めたモントリオール議定書の改正をうけ、次世代の低温

室効果冷媒（次世代冷媒）及び次世代冷媒適用冷凍空調機器の開発が急務となっている。 

しかし、いずれの次世代冷媒候補も、HFC 冷媒適用時と同等の機器性能を維持するための技術的

ハードルが高く、さらに安全性に課題（燃焼性、化学的不安定性等）があることから、これま

で実用化されていない。 本プロジェクトでは次世代冷媒の実用化に必要となる、安全性・リ

スク評価手法の確立に関する技術開発を実施する。 

さらに、次世代冷媒の適用が一部ではなされているものの普及に至っていない領域に対し、迅

速な普及を後押しする技術開発を行う。 
１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 

1.1 本事業の位置

付け・意義 

現在、冷凍空調機器の冷媒をはじめ様々な用途で使用されている代替フロン（HFC）は、温室効

果が大きく、パリ協定において排出削減対象ガスに指定され、排出削減対策が求められてい

る。また、従来はオゾン層保護を目的とするモントリオール議定書の対象外であったが、2016

年 10 月の改正（キガリ改正）において、新たに生産及び消費量の段階的削減義務が追加され

た。本改正で先進国は、HFC 生産・消費量を 2011-2013 年の生産・消費量の平均数量等に基づく

基準値から最終的には 2036 年までに 85%を段階的に削減する目標が定められている。 

一方、地球温暖化への影響が極めて少ない冷媒（次世代冷媒）の多くは、従来のHFC冷媒適用冷

凍空調機器と同等の機器性能を維持、あるいはそれ以上の性能とするための技術的ハードルが

高く、さらに安全性においても課題（燃焼性、化学的不安定性等）があるため、世界的に冷凍

空調機器分野では実用化に至っていない。 

1.2 アウトカム達

成までの道筋 

モントリオール議定書の改正の結果、先進国が求められる HFC の削減目標（2036 年までに

HFC の生産及び消費量を段階的に基準年比で 85%削減する）達成のため、次世代冷媒の基本特性

を把握し、同時に次世代冷媒の持つ課題に対する安全性・リスク評価方法を確立し、国内安全

基準の策定や国際規格化・標準化策定に取り組むことで、省エネルギーかつ低温室効果を実現

する次世代冷媒適用冷凍空調機器等の開発を支援する。このためのアウトプット目標として、

冷凍空調機器性能と省エネ性を両立しうる次世代冷媒候補について、2022 年度までに基本特性

を把握するとともに安全性・リスク評価手法を確立し、次世代冷媒使用にあたっての実用的な

安全基準（業界規格等）の策定に資するデータや評価結果を提供する。また、次世代冷媒の基

本物性データ及び安全性・リスク評価手法等について、業界団体等を通して、国際規格・国際

標準への提案、および国際データベース等への登録申請を行う。 

一方で、次世代冷媒（グリーン冷媒）が適用されているものの普及に至っていない領域に対

しても普及を妨げる技術課題に対しての技術開発を進め、率の向上・適用範囲の拡大を通して

普及を促進していくことが必要不可欠であることから、2019 年度より、次世代冷媒及び次世代

冷媒適用技術の開発を実施する。次世代冷媒及び次世代冷媒適用技術の開発において、現状市

販フロン品と同等以上の性能(COP、APF 等)を実現する技術について、製品化・国内普及の促進

に繋げるため民間企業の研究開発を支援する。このため個別テーマごとにアウトプット目標を

定め、これを達成する。 

1.3 知的財産・標

準化戦略 

１）委託事業については、主として公共的な知的基盤の整備を目的とするため、原則として成

果は積極的に公表し、国際規格化・国際標準化や国際データベース等への登録を行う。（ただ

し、知的財産取得を妨げるものではない。） 

２）助成事業については、各事業者の企業戦略（積極的な出願、ノウハウ秘匿のための出願抑

制等）に沿った知的財産管理を推奨する。 

３）調査事業「次世代冷媒に係る安全性・リスク評価に関する検討」において、次世代冷媒に

係る規制・規格等の動向調査の他、委託事業の事業者を中心とした産学官のワーキンググルー

プを設定し、次世代冷媒及びその適用機器の使用時における安全性・リスクに係る課題の抽出

及びその対応方法の検討を進める。これにより、国際規格化・国際標準化に向けた提案内容を

精査し、効率的かつ効果的な国際規格化・国際標準化に向けた活動を推進する。 

４）これらの活動を効率的・効果的に進めるため、対象となる国際規格、国際標準、国際デー

タベース毎に具体的なロードマップを作成し、これに基づいてプロジェクトを推進する。 
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２．目標及び達成状況 

 

2.1 アウトカム目

標及び達成見込

み 

アウトカム目標  

1) 次世代冷媒の基本特性データや安全性評価手法等について、国際規格化・標準化（ISO／

IEC）及び国際データベース等への登録を行う。 

2) 年間消費電力が現行機器より 10％省エネを達成する次世代冷媒適用機種を、2026 年を目途

に製品化し、2029 年までに国内普及する。 

3) 次世代冷媒適用冷凍空調機器が製品化・普及することで、パリ協定における日本のＨＦＣ排

出削減目標及びモントリオール議定書キガリ改正における日本をはじめとする先進国・途上

国での HFC 生産・消費量の削減目標に貢献する。 
 

達成見込み 

研究開発項目① 次世代冷媒の基本特性に関するデータ取得及び評価 

 冷媒物性・状態方程式について、国際規格への情報提供 

 燃焼特性について、高圧ガス保安法令に反映 

 熱交伝熱特性について、伝熱データベースの公開 

 機器の性能評価手法について、国際規格の改定に向けて活動 

 実用機レベルのシミュレーターについて、業界標準ツールとして活用 

研究開発項目② 次世代冷媒の安全性・リスク評価手法の開発 

 漏洩、着火源、実規模危害等、強燃性冷媒の安全性について、国際規格化、安全等級の改

定作業に情報提供 

 HFO 冷媒の自己分解反応の安全性評価に関する国際規格化に向け提案 

研究開発項目③ 次世代冷媒及び次世代冷媒適用技術の開発 

 【機器開発】従来比同等性能で安価かつ省エネ性に優れた機器開発の技術を確立 

 【冷媒開発】GWP10 以下の冷媒（R474A）を開発し、国際規格に登録 
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2.2 アウトプット

目標及び達成

状況 

アウトプット目標 

1) 次世代冷媒の基本特性データ取得・評価を実施し、安全性・リスク評価手法を確立する。 

2) 次世代冷媒使用にあたっての実用的な安全基準（業界規格等）策定に資するデータや評価結

果を提供する。 

3) 次世代冷媒の基本特性データや安全性評価手法等について、国際規格・標準（ISO／IEC）等

への提案を 1 件以上、及び国際データベース等への登録申請を 1 件以上行う。 

4) 次世代冷媒及び次世代冷媒適用技術の開発において、現状市販フロン品と同等以上の性能を

実現する技術について、個別テーマごとに目標を定め、これを達成する。 
 

最終目標 成果 達成度 

研究開発項目① 次世代冷媒の基本特性に関するデータ取得及び評価 

 次世代冷媒の特性及び燃焼

特性を解明する。 

 次世代冷媒を用いた機器の

性能について、広範囲で高

精度に予測できる手法を確

立する。 

 冷媒特性に関する合計 127 件の測定、モデル構

築、評価を行った。 

 3 つの混合系冷媒について、燃焼性の観点から

の最適な混合組成を明確化、4 種の冷媒につい

て実用上の燃焼特性を明確化した。 

 冷凍サイクルを構成する各種デバイスの数理モ

デル・数値解析手法を確立し、これらを統合し

た実用的なシミュレーター、性能評価装置を開

発した。 

 

 

 

 

〇 

研究開発項目② 次世代冷媒の安全性・リスク評価手法の開発 

 強燃性冷媒漏洩時の濃度拡

散、着火源熱源、燃焼の危

害度を評価する。 

 HFO 系次世代冷媒の自己分

解反応の抑制方法を開発す

る。 

 エアコンの性能を適正に評

価できる試験法（負荷試験

法）を開発する。 

 燃焼性冷媒漏洩時のリスク評価として、可燃域

形成に係る機器の設置・運転条件の影響を明確

化するとともに、着火源の評価、および着火時

の影響評価に関するデータを取得した。 

 燃焼性冷媒の燃焼抑制対策、HFO 系冷媒の自己

分解反応抑止方法について、添加剤や機器の構

造改善による手法を開発した。 

 空調機の新しい性能評価手法として、負荷試験

法の妥当性を検証できた。 

 

 

 

 

〇 

研究開発項目③ 次世代冷媒及び次世代冷媒適用技術の開発 

 現状市販フロン品と同等以

上の性能(COP 等)を実現す

る技術（冷媒開発、機器開

発）に関して、各事業者毎

に目標を定め、これを達成

する。 

 大形クーリングユニットにおける二元サイクル

検討および最適冷媒を選定し、実証試験を完了

した。 

 コンデンシングユニットに適用する R454C など

の 3 種類の冷媒を選定し、実証試験により省エ

ネ性を確認した。 

 CO2 冷凍機の連結や高外気温度対応、未利用熱

利用などの技術を開発し、実証試験により性能

改善を確認した。 

 冷媒評価と機器性能評価を実施し、GWP10 以下

の新たな混合冷媒を開発した。 

 

 

 

 

 

〇 
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３．マネジメント 

  3.1 実施体制 

経産省 

担当原課 
製造産業局化学物質管理課オゾン層保護等推進室 

プロジェクト

リーダー 

PL: 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構研究開発部  

特任教授 飛原 英治 

SPL: 早稲田大学総合研究機構熱エネルギー交換工学・数学融合研究所 

   所長 齋藤 潔 

プロジェクト

マネージャー 

環境部 阿部 正道（2018 年 4 月～2021 年 3 月） 

環境部 佐野 亨（2021 年 4 月～2022 年 3 月） 

環境部 森 智和（2022 年 4 月～2023 年 3 月） 

委託先 

 

研究開発項目① 次世代冷媒の基本特性に関するデータ取得及び評価 

【委託先】  九州大学、早稲田大学、（国研）産業総合技術研究所 

【再委託先】 東京海洋大学、九州産業大学、佐賀大学、富山県立大学、 

（国研）産業総合技術研究所、日本大学、長崎大学 

研究開発項目② 次世代冷媒の安全性・リスク評価手法の開発 

【委託先】   東京大学、公立諏訪東京理科大学、 

            （国研）産業総合技術研究所 

【再委託先】 静岡大学、広島大学（2020 年度より）、 

             福井大学（2021 年度より） 

研究開発項目③ 次世代冷媒及び次世代冷媒適用技術の開発（2019 年度より）

【助成先】   三菱電機(株)、東芝キヤリア(株)、パナソニック(株)、 

             ダイキン工業(株) 

【再委託先】（国研）産業総合技術研究所 

 

3.2 受益者負担の

考え方 

 

事業計画内容 

 

事業費推移 

 

(単位:百万円) 

  

主な実施事項 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 

①次世代冷媒

の基本的特性

に関するデー

タ取得及び評

価 

    

 

終了時評価 

②次世代冷媒

の安全性・リ

スク評価手法

の開発 

 
 

  

 

③次世代冷媒

及び次世代冷

媒適用技術の

開発 

 
 

  

 

会計・勘定 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 総額 

一般会計     
 

 

特別会計 

（需給） 
250 653 700 650 549 2,802 

開発成果促進

財源 
    

 
 

（委託） 100％ 85％ 73％ 77％ 77％ ― 

（助成） 
：助成率 1/2 

    ― 15％ 27％ 23％ 23％ ― 

 

3.3 研究開発計画  

 
情勢変化への対

応 

 調査委託（日本冷凍空調学会）を実施し、国内外の動向・情勢変化を随時把握するとともに

各研究開発に対応した産官学の参加する WG を設置。情報共有および研究進捗・方向性の確認

と対応を図った。 

 2019 年のキガリ改正に対応し、製品開発促進のため 2019 年度より助成事業を開始。 
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中間評価結果 

への対応 

    指摘      対応 

【1】 委託事業である物性評価・安全性評価

においては、継続的な研究が重要であ

り、知見集積、人材育成、状況変化へ

の対応は必要である一方、研究リソー

スは限られることから、今後の研究内

容については優先順位を精査し、必要

な研究はさらに加速化していっていた

だきたい。 

【1】 事業者ヒアリング及び技術検討委員会におい

て事業進捗を確認し、プロジェクトリー

ダー、技術検討委員等の意見を踏まえ、研究

対象冷媒の追加や、より実用に即した研究内

容を追加する等、アウトカム（実用化・規格

化）達成の早期化に資するテーマに対してリ

ソースの選択と集中を行なうマネジメントを

実施した。 

【2】 キガリ改正に対する課題解決のための

冷媒候補としては、不均化反応や燃焼

性、毒性の問題で解決しなければなら

ない課題が残っており、本研究開発の

後半 2 年間で着実に開発していくこと

を期待したい。 

 

【2】 実施事業者との密なコミュニケーションに基

づき、成果を最大化するための着実なマネジ

メントを引き続き実施し、自己分解反応を有

する国産冷媒の登録や、抑止方法の開発を達

成するとともに、この冷媒の早期普及を目指

して本研究独自の成果報告書、およびニュー

スリリース等での公開を行なった。 

【3】 安全性・リスク評価の研究成果は重要

であり、当該研究成果を踏まえて、産

学間の関係強化をより一層進め、合理

的なリスクマネジメント対策について

も検討して頂くのが望ましく、安全性

検討に際しては、実態に即した合理的

な評価結果を一般にも解りやすい形で

情報提供をして頂きたい 

【3】 実態に即した合理的な安全性・リスク評価

と、それを踏まえたリスクマネジメント対策

の検討に資するべく、本プロジェクトの参画

研究機関と業界団体等との産学間での連携を

推進し、その連携のもとで得られた成果を一

般へ効果的に発信することを目的とした調査

事業を実施し毎年レポートとしてまとめて公

表した。 

【4】 実運転性能評価装置を用いた次世代空

調機器の様々な性能評価を推進し、次

世代冷媒の安全性を担保した上で、安

全性・リスク評価の成果に基づいて、

複数件の国際規格への提案をすること

で、国際規格化・標準化に貢献して

いっていただきたい。 

【4】 業界団体等との連携を強力に進めることで、

国際標準化・国際規格化等への提案に資する

よう研究成果を最大化するマネジメントを実

施し、冷媒物性（ISO17584, REFPROP10）、エ

アコン安全基準（IEC60335-2-40）、冷凍装置

の安全基準（IEC60335-2-89）等の規格化・標

準化に登録・貢献した。 

評価に関する 

事項 

事前評価 2017 年度実施  担当部 環境部 

中間評価 2020 年度 中間評価実施 

終了時評価 2023 年度 終了時評価実施（予定） 

別添  

 

投稿論文 
「査読付き」65 件、「その他」1 件 

特記事項：2023 年 8 月現在。2023 年度 11 件（予定分を含む）を含む。 

特 許 
「出願済」62 件（うち「登録」11 件、国際出願 31 件） 

特記事項：2023 年 8 月現在。2023 年度 1 件（国際出願）を含む。 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

「外部講演」238 件 

「受賞実績」14 件 

「新聞・雑誌等への掲載」11 件 

「展示会への出展」4 件 

基本計画に関する

事項 

作成時期 2018 年 2 月 作成 

変更履歴 2019 年 1 月 改訂（研究開発項目の追加） 

 




